特別講義：医事法　百選29　ステロイド剤注射に伴う骨関節結核罹患事件
2011年4月19日（火）、西田尚史
＜広島地裁尾道支部昭和60.3.25 判決＞
国家賠償法一条一項
国又は公共団体の公権力の行使に当る公務員が、その職務を行うについて、故意又は過失によって違法に他人に損害を加えたときは、国又は公共団体が、これを賠償する責に任ずる。
原告の主張
広島県知事、保健所長は、①結核予防行政面、②医療行政面において国家賠償法上の作為義務を負うに至ったにもかからず、これに違反し、本件患者らに損害を被らせた。
地裁の判決の枠組み
広島県知事、因島保健所長は、本件集団発生に際し原告らの主張するような作為義務を負うに至ったか否か、これを負うとすれば、これに違反したか否かを検討。
①結核予防行政面：「本件集団発生が奥医院を感染場所とする院内感染、さらには接種感染によるとの疑いを持って然るべき時期には、すでに同医院での医療行為に起因する新たな結核感染の危険は消滅し、本件患者らのうちの大部分の患者らについて、その発病、病状悪化の差し迫った危険は消滅したか、少なくとも医師の管理下にあることによって、もはや右危険防止のために特段の措置を講ずる必要は存せず、また、一部の患者らについて、発見掌握に困難が予測され、その時期も明らかでないことによって、右同様の危険の防止を容易に知り得、その防止のために特段の措置を講じ得たものと認めるには足りないところである。」
②医療行政面：「因島保健所長が奥医院に関する風評に接するのは同医院閉院後しばらく経過した昭和四六年半ばころであり、これ依然に同所長が前記認定の同医院の状態を知っていたものと認めるに足りる証拠はなく、また、広島県知事、因島保健所長が、同医院閉院前に同医院の右状態について容易に知ることができたものと認定するに足りる証拠もない」
それゆえ、「広島県知事、因島保健所長は、本件集団発生に際し、結核予防行政面においても、医療行政面においても、本件患者らに対し、国家賠償法上の作為義務を負うに至らなかったものであるから、その不作為について違法であり、過失があるとされるための前提を欠き、被告らには同法による責任はないものといわなければならない」
＜広島高判平成6.3.29 判決＞
原告の主張
広島県知事及び因島保健所長が骨関節結核症の発生・まん延を知りうべかりし時期は、昭和45年3月、同年5月、遅くとも同年8月であると旨主張。
高裁の判決の枠組み
①結核予防法等における作為義務の有無について：「都道府県知事又は保健所長の専門技術的立場からの合理的判断に委ねてられており、他方、同法には個別の国民の側からの権利保護のための格別の規定は設けられていないことからすれば、個別の国民に対する職務上の義務を定めたものと解することはできない」。但し、「明文の規定はなくとも結核予防法全体の趣旨又は条理により、右措置を取ることが都道府県知事又は保健所長の個別の国民に対する職務上の義務として要請」される。
②広島県知事・因島保健所長の不作為の違法の有無について：「作為義務判断の基準となるのは、都道府県知事についても保健所長についても、その地位・職務における標準的な公務員であり、その公務員の権限行使に専門技術的裁量が認められている場合には、その裁量権の行使が著しく合理性を欠き社会的に妥当でないかどうか」
3月、5月、8月いずれの時点においても、「右骨関節結核患者の異常発生が人為的原因によるものであるとの認識に達すべきであったとまではいうことができず」と判断。
高裁は、昭和45年12月の時点で、「本件患者らに対する作為義務と認められ、その義務のけ怠があれば不作為の違法の評価を受けるものといわなくてはらない」としたが、しかし、「奥医師は昭和45年11月24日死亡し、奥医院もそのころには閉院していたから、昭和46年初め頃には、もはや同医院での医療行為に起因して新たに結核患者が発生する危険は存在しなかったものということができる。そうすると、因島保健所長に本件患者らに対する法的な作為義務を肯定することはできない」とする。
「そうすると、本件患者らの被害は極めて不幸な事態ではあったが、広島県知事又は因島保健所長の不作為の違法を理由として、国及び広島県に対し国家賠償法一条一項に基づき損害賠償を請求するのは筋違いというほかなく、控訴人らの被控訴人らに対する本件請求は棄却を免れない」とする。
＜最高裁平成10.11.10第三小法廷 判決＞
最高裁の判決
本件上告を棄却する。
